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序 

国土技術政策総合研究所（国総研）は、住宅・社会資本分野における唯一の国の研究機関

として、技術を原動力に、現在そして将来にわたって安全・安心で活力と魅力ある国土と社

会の実現を目指します。 

取り組むべき主な課題として、「国土を強靱化し、国民のいのちと暮らしをまもる研究」、

「社会の生産性と成長力を高める研究」、「快適で安心な暮らしを支える研究」を主な研究テ 

ーマとして掲げ、「技術的専門家として行政の視点も踏まえ、国土交通省の政策展開に参画

する」、「研究活動で培った高度で総合的な技術力を実務の現場に還元する」、「国土・社会の

将来像の洞察と技術開発の促進により、新たな政策の創出につなげる」という基本姿勢に基

づき研究を進めてまいります。 

令和4年度は全体で約300課題の研究に取り組み、研究成果の一部は、法令等に基づく技術

基準等に反映されています。また、豪雨災害や地震被害の被災地における調査及び技術支

援、社会資本の維持管理等に関する技術指導、各種委員会への参加、国際的な研究交流など

の活動を進めるとともに、講演会の開催、研究報告等の刊行物の出版、関係学会での発表な

ど、多様な情報発信を行ってまいりました。 

本年報は、国総研の取り組みを記録・保存することを目的に、令和4年度の活動・成果を網

羅的に取りまとめたものです。国総研の取り組みを広く皆様にご理解いただくとともに、住

宅・社会資本分野の研究開発、整備、管理に携わる方々の参考となれば幸いであります。 

  令和5年3月 

国土技術政策総合研究所長 奥村 康博 
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第 1 章 総 論 

1.沿 革 

平成１３年４月 １日 国土交通省の土木研究所、建築研究所、港湾技術研究所の３機関の業務のうち国

土交通本省と密接不可分の業務を担う部分を一つにまとめ「国土技術政策総合研

究所」が発足。 

以降の主な組織改正 

平成２１年４月 １日 気候変動適応研究本部設置。 

平成２４年４月 ６日 沿岸海洋・防災研究部設置、沿岸海洋研究部廃止。 

平成２５年５月１５日 環境研究部廃止。 

平成２５年５月１６日 環境研究推進本部設置。 

平成２６年４月 １日 総務管理官（旭）、土砂災害研究部、道路交通研究部、道路構造物研究部、防災・

メンテナンス基盤研究センター設置。 

道路研究部、総合技術政策研究センター、高度情報化研究センター、危機管理技

術研究センター廃止。 

防災・減災研究推進本部、メンテナンス研究推進本部設置。 

平成２８年３月 ７日   i-Construction 推進本部設置。 

平成２８年４月 １日  社会資本マネジメント研究センター設置。 

防災・メンテナンス基盤研究センター廃止。 

平成２９年４月 １日  熊本地震復旧対策研究室を熊本県阿蘇郡南阿蘇村に設置。 

令和 ３年３月 ５日 インフラDX研究推進本部設置、i-Construction推進本部廃止。 

令和 ４年３月３１日 熊本地震復旧対策研究室廃止。 
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2.組　織（令和5年3月31日現在）

人 事 厚 生 課 補 佐 調 査 管 理 係
副 所 長 人 事 係
副 所 長 給 与 係

調 査 官
福 利 厚 生 官
契 約 財 産 管 理 官
建 設 専 門 官

国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所 総 務 部

専 門 官 調 整 係
文 書 係
管 理 係

会 計 課 補 佐 管 理 係

研 究 総 務 官 職 員 係
研 究 総 務 官 厚 生 管 理 係

厚 生 安 全 係
総 務 課 補 佐 総 務 係

審 査 係
総 務 管 理 官 補 佐 研 究 支 援 職 員 係

研 究 支 援 管 理 係

予 算 係
出 納 決 算 係

補 佐 調 査 係
契 約 係
管 財 係

企 画 部 企 画 課 補 佐 調 整 係
専 門 官 企 画 係

研 究 支 援 審 査 係
総 務 管 理 官 管 理 係

事 務 係
会 計 係

評 価 研 究 官
建 設 専 門 官

基 準 研 究 官

ｲﾝﾌﾗ情報高度利用技術研究官

建 設 専 門 官
施 設 課 補 佐 施 設 整 備 係

設 計 基 準 係

調 査 係
研 究 評 価 ・ 推 進 課 補 佐 研 究 情 報 係

補 佐 評 価 係

情報・施工ｼｽﾃﾑ研究官
管 理 調 整 部 管 理 課 庶 務 係

専 門 官
人 事 係

施 設 管 理 係
環 境 保 全 係

国 際 交 流 専 門 職
国 際 研 究 推 進 室 国 際 係

主 任 研 究 官

経 理 係
用 度 係
調 査 係

企 画 調 整 課 企 画 係
専 門 官

調 査 係

ｻ ｲ ﾊ ﾞ ｰ ｾ ｷ ｭ ﾘ ﾃ ｨ 対 策
情 報 管 理 係

・ 情 報 利 活 用 推 進 官 主 任 研 究 官

第 二 係
第 三 係

国 際 業 務 研 究 室 研 修 企 画 係
主 任 研 究 官

下水道研究官

研 究 調 整 係
技 術 情 報 課 情 報 管 理 係

技 術 情 報 係
情 報 処 理 係

積 算 支 援 業 務 課 第 一 係

水防災システム研究官
水 環 境 研 究 官

河 川 研 究 部 河 川 研 究 室
海 岸 研 究 室
水 循 環 研 究 室

下水道ｴﾈﾙｷﾞｰ・機能復旧研究官
下 水 道 研 究 部 下 水 道 研 究 室

下 水 処 理 研 究 室
河川構造物管理研究官

道路研究官

道 路 交 通 研 究 部 道 路 研 究 室
道 路 交 通 安 全 研 究 室
道 路 環 境 研 究 室

大規模河川構造物研究室
水 害 研 究 室

深層崩壊対策研究官
土 砂 災 害 研 究 部 砂 防 研 究 室

土 砂 災 害 研 究 室

道路防災研究官
道路情報高度化研究官

建 築 研 究 部 基準認証システム研究室

高度道路交通ｼｽﾃﾑ研究室

道 路 構 造 物 研 究 部 橋 梁 研 究 室
構 造 ・ 基 礎 研 究 室
道 路 基 盤 研 究 室

道路構造物機能復旧研究官
道路構造物管理ｼｽﾃﾑ研究官

構 造 基 準 研 究 室
防 火 基 準 研 究 室
設 備 基 準 研 究 室
材 料 ・ 部 材 基 準 研 究 室
評 価 シ ス テ ム 研 究 室

住 宅 性 能 研 究 官
建築環境新技術研究官

道 路 地 震 防 災 研 究 室
建築新技術統括研究官
建 築 品 質 研 究 官
建築災害対策研究官

都 市 研 究 部 都 市 計 画 研 究 室
都 市 施 設 研 究 室
都 市 防 災 研 究 室
都 市 開 発 研 究 室

沿岸海洋新技術研究官

住宅情報システム研究官
住 宅 研 究 部 住 宅 計 画 研 究 室

住宅ストック高度化研究室

建 築 環 境 研 究 室
住 宅 生 産 研 究 室

港 湾 新 技 術 研 究 官
港 湾 研 究 部 港 湾 計 画 研 究 室

港 湾 シ ス テ ム 研 究 室
港 湾 施 設 研 究 室
港湾施工ｼｽﾃﾑ・保全研究室

施 工 シ ス テ ム 係

津波・高潮災害研究官
沿 岸 海 洋 ・ 防 災 研 究 部 海洋環境・危機管理研究室

沿 岸 防 災 研 究 室
沿 岸 域 シ ス テ ム 研 究 室

主 任 研 究 官

主 任 研 究 官
建設ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ研究官
国 土 防 災 研 究 官
情 報 研 究 官

社会資本ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究ｾﾝﾀｰ 社会資本ﾏﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ研究室

施 工 シ ス テ ム 第 一 係
施 工 シ ス テ ム 第 二 係

空 港 新 技 術 研 究 官
空 港 研 究 部 空 港 計 画 研 究 室

空 港 施 設 研 究 室
専 門 官

空 港 施 工 シ ス テ ム 室

主 任 研 究 官

内部組織
※所長通達により設置

社会資本システム研究室
気

候

変

動

適

応

研

究

本

部

環

境

研

究

推

進

本

部

防

災

・

減

災

研

究

推

進

本

部

メ

ン

テ

ナ

ン

ス

研

究

推

進

本

部

社会資本施工高度化研究室

社会資本情報基盤研究室
建 設 経 済 研 究 室
緑 化 生 態 研 究 室

イ
ン
フ
ラ
D
X
研
究
推
進
本
部 2



3.職　員

 3.1　定　　員 ＜合計＞

 3.2　研究職職員専攻分野
種

別

専

攻

ﾒ
ﾝ
ﾄ
研
究
ｾ
ﾝ
ﾀ

ｰ

社

会

資

本

ﾏ

ﾈ

ｼ

ﾞ

合

計

(11)

59

(15)

30

(2)

7

(1)

4

(1)

2

(1)

11

(1)

6

(2)

2

1

1

(1)

1

3

(1)

2

(1)

2

(1)

5

(1)

1

2

1

1

(2)

4

2

1

(1)

1

5

1

(5)

9

1

2

(1)

4

1

1

林 学

都 市

合　計
　年度 事務官 技官 計

3年度末 3 57 37 94 257 354

令和4年4月1日現在

4年度末 3 57 37 94 255 352

増　△減員 △ 2 △ 2

13年度末（国総研発足時） 3 89 52

官職別　
指定職

行　政　職
研究職

1 5 10 8 8 3 5 5

(1)

土 木

141

企

画

部

管

理

調

整

部

下

水

道

研

究

部

河

川

研

究

部

土

砂

災

害

研

究

部

道

路

交

通

研

究

部

道

路

構

造

物

研

究

部

建

築

研

究

部

住

宅

研

究

部

都

市

研

究

部

沿

岸

海

洋

・

防

災

研

究

部

港

湾

研

究

部

空

港

研

究

部

建 築
(8) (5) (1)

2 1 1 12 8 4 1 1

(1)

3 11

(5) (3) (1) (1)

(1) (1)

3 1 12

都 市 シ ス テ ム
(1)

1 1 1 1

社 会
(1)

2

建 設
(1)

1 3 2 1 2 2

社 会 基 盤
(1)

1 2 1 2

社 会 開 発
(1) (1)

1 1

2 1

交 通 土 木
(1)

1 1

水 工 土 木
(1)

1 1

農 学
(1)

1 1 1 2

農 業
(1)

1

衛 生
1 1

電 気 ・ 通 信
1

電 気 ・ 電 子
1

環 境
(2)

1 1 2

建 設 環 境
1 1

森 林
1

構 造
(1)

1

機 械
1 1 1 2

土 木 シ ス テ ム
1

都 市 環 境
(1) (1) (2) (1)

2 1 2 1 2 1

都 市 社 会
1 1

情 報
(1)

2 2

社 会 環 境

社 会 基 盤 環 境

都 市 環 境 シ ス テ ム
1

251 395

社 会 工 学
(1)

1

大
学

3



種

別

専

攻

ﾒ
ﾝ
ﾄ
研
究
ｾ
ﾝ
ﾀ

ｰ

社

会

資

本

ﾏ

ﾈ

ｼ

ﾞ

合

計

企

画

部

管

理

調

整

部

下

水

道

研

究

部

河

川

研

究

部

土

砂

災

害

研

究

部

道

路

交

通

研

究

部

道

路

構

造

物

研

究

部

建

築

研

究

部

住

宅

研

究

部

都

市

研

究

部

沿

岸

海

洋

・

防

災

研

究

部

港

湾

研

究

部

空

港

研

究

部

1

1

1

2

(1)

4

(3)

4

(3)

10

(1)

1

1

2

3

(1)

1

1

(3)

7

2

1

3

(1)

1

1

1

1

(1)

1

2

1

1

1

(1)

1

(1)

1

(1)

1

(1)

1

9

1

1

1

生 命 工 学
(1)

短
大
・
高
専

国 際 開 発 農 学
(1)

1

1

環 境 工 学
1

1

機 械 工 学
1

地 球 シ ス テ ム
1

建 築 ・ 都 市 シ ス テ ム
1 1

芸 術
(1)

1

土 木 ・ 環 境 工 学
1

資 源 循 環
1

環 境 社 会 工 学
1

環 境 地 球
1

地 球
1 1

地 球 環 境
(1)

1 1 1 1

地 球 工 学
(1) (2)

1 1 2

生 活 空 間
(1)

1

環 境 循 環 シ ス テ ム
1

市 民 工 学
1 1 1

水 圏 生 物 科 学
(1)

1

エ ネ ル ギ ー 科 学
1

工 学 シ ス テ ム
1

土 木
1 1 3 1 2 1

建 築
1

生 産 ・ 建 設 シ ス テ ム
1

生 産 環 境
1 1

理 工 学
(1) (2)

1 1 1 1 2 1

森 林 科 学
1 1

1 1 1
人 間 環 境 シ ス テ ム

物 理
(1)

1

電 子
1

工 学
(1) (2)

2 2 1 1 4

社 会 環 境 工 学
1

地 学
(1)

1

土 木 建 築 工 学

大
学

交 通 シ ス テ ム 工 学
(1)

1

4



種

別

専

攻

ﾒ
ﾝ
ﾄ
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究
ｾ
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ﾀ

ｰ
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ﾏ

ﾈ

ｼ

ﾞ

合

計

企

画

部

管

理

調

整

部

下

水

道

研

究

部

河

川

研

究

部

土

砂

災

害

研

究

部

道

路

交

通

研

究

部

道

路

構

造

物

研

究

部

建

築

研

究

部

住

宅

研

究

部

都

市

研

究

部

沿

岸

海

洋

・

防

災

研

究

部

港

湾

研

究

部

空

港

研

究

部

8

(66)

250

※所長等の幹部職員は企画部に含む。上段（）内書は博士数

高  等  学  校
31

18 36 10 28 27 22

(15)

15 10 10 17 9 36

(5)(10) (4) (5) (1) (1)

21

合 計
(1) (10) (3) (8) (3)

1

9 3

5



4.所掌事務

所   長 

 所長は、国土技術政策総合研究所の事務を掌理す

る。 

副 所 長 

 副所長は、所長を助け、命を受けて国土技術政策

総合研究所の事務をつかさどる。 

研究総務官 

 研究総務官は、命を受けて、重要な研究に関し、

総括して指導を行う。 

◎総 務 部

総務部は、次に掲げる事務（管理調整部の所掌に

属するものを除く。）をつかさどる。 

１ 職員の任免、給与、懲戒、服務その他の人事並

びに教養及び訓練に関すること。 

２ 職員の衛生、医療その他の福利厚生に関するこ

と。 

３ 国土技術政策総合研究所の所掌事務に関する

総合調整に関すること。 

４ 所長の官印及び所印の保管に関すること。 

５ 公文書類の接受、発送、編集及び保存に関する

こと。 

６ 広報に関すること。 

７ 機構及び定員に関すること。 

８ 経費及び収入の予算、決算及び会計並びに会計

の監査に関すること。 

９ 国有財産の管理及び処分並びに物品の管理に

関すること。 

10 前各号に掲げるもののほか、国土技術政策総合

研究所の所掌事務で他の所掌に属しないものに

関すること。 

調 査 官 

調査官は、命を受けて、総務部の所掌事務の一部

を整理する。 

福利厚生官 

 福利厚生官は、職員の福利厚生に係る企画及び立

案に関する事務を整理する。 

契約財産管理官 

 契約財産管理官は、次に掲げる事務を整理する。 

１ 入札及び契約に係る企画及び立案、調整並び 

に苦情の処理に関すること。 

２ 国有財産の管理及び処分に係る企画及び立案並

びに調整に関すること。 

人事厚生課 

 人事厚生課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 職員の任免、給与、懲戒、服務その他の人事並

びに教養及び訓練に関すること。 

２ 職員の衛生、医療その他の福利厚生に関するこ

と。 

３ 職員に貸与する宿舎に関すること。 

４ 表彰及び儀式に関すること。 

５ 恩給に関する連絡事務に関すること。 

６ 公務の執行により第三者が死亡し、負傷し、又

は疾病にかかった場合における損害の賠償又は

補償に関すること。 

総 務 課 

総務課は、次に掲げる事務（総務管理官の所掌に

属するものを除く。）をつかさどる。 

１ 国土技術政策総合研究所の所掌事務に関する

総合調整に関すること。 

２ 所長の官印及び所印の保管に関すること。 

３ 公文書類の接受、発送、編集及び保存に関する

こと。 

４ 広報に関すること。 

５ 機構及び定員に関すること。 

６ 庁内の管理に関すること。 

７ 前各号に掲げるもののほか、国土技術政策総合

研究所の所掌事務で他の所掌に属しないものに

関すること。 

会 計 課 

会計課は、次に掲げる事務（総務管理官の所掌に

属するものを除く。）をつかさどる。 

１ 経費及び収入の予算、決算及び会計並びに会計

の監査に関すること。 

２ 国有財産の管理及び処分並びに物品の管理に

関すること。 

総務管理官 

 総務管理官は、命を受けて、次に掲げる事務をつ

かさどる。 

１ 下水道研究部、河川研究部、土砂災害研究部、

道路交通研究部及び道路構造物研究部並びに社

会資本マネジメント研究センター（以下この条に

おいて「下水道研究部等」という。）並びに建築

研究部、住宅研究部及び都市研究部（以下この条

において「建築研究部等」という。）の所掌事務

に関する総合調整に関すること。 

２ 下水道研究部等及び建築研究部等に係る公文

書類の接受、発送、編集及び保存に関すること。 

３ 下水道研究部等及び建築研究部等に係る広報

6



 

 

に関すること。 

４ 下水道研究部等及び建築研究部等に係る経費

及び収入の予算、決算及び会計に関すること。 

５ 建築研究部等に係る物品の管理に関すること。 

６ 建築研究部等に係る庁内の管理に関すること。 

 

◎企 画 部 

 企画部は、次に掲げる事務（管理調整部の所掌に

属するものを除く。）をつかさどる。 

１ 調査、研究及び開発に係る業務の企画及び立案

並びに総括を行うこと。 

２ 技術の指導に関する企画及び立案並びに調整

を行うこと。 

３ 業績の発表を行うこと。 

４ 調査、研究及び開発に関する評価（以下「研究

評価」という。）に関すること。 

５ 技術に関する渉外に関すること。 

６ 無体財産権に関すること。 

７ 図書、文献その他研究及び開発に関する資料に

関すること。 

８ 調査、研究及び開発の報告書及び広報に係る資

料の編集及び刊行に関すること。 

９ 海外の土木に係る建設技術（以下「土木技術」

という。）並びに建築及び都市計画に係る技術（以

下「建築・都市計画技術」という。）に関する基

礎的な調査及び研究を行うこと。 

10 国際協力に関する企画及び立案並びに調整を

行うこと。 

11 調査、研究及び開発に必要な機械器具及び施設

の整備に関すること。 

12 調査、研究及び開発に係る業務のうち、模型施

設その他これに類する施設の設計に関すること。 

13 廃水及び廃水処理施設の管理に関すること。 

14 受変電設備、集中空気調和設備その他これに類

する設備の管理に関すること。 

15 土木技術及び建築・都市計画技術に係る基準に

関する基礎的な調査及び研究の企画及び立案並

びに調整を行うこと。 

インフラ情報高度利用技術研究官 

 インフラ情報高度利用技術研究官は、命を受けて、

次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 社会資本の整備に関する情報を高度に利用する

ための技術（次号及び第三号において「インフラ

情報高度利用技術」という。）の調査、研究及び

開発に係る事項についての企画及び立案並びに調

整に関すること。 

２ インフラ情報高度利用技術の調査、研究及び開

発に必要な機械器具及び施設の整備に関するこ

と。 

３ インフラ情報高度利用技術の調査、研究及び開

発に係る業務のうち、模型施設その他これに類す

る施設の設計に関すること。 

評価研究官 

 評価研究官は、命を受けて、国土技術政策総合研

究所の行う研究評価に係る調査及び研究並びに研究

評価の研究計画への反映に関する特定事項について

の企画及び立案並びに調整に関する事務をつかさど

る。 

基準研究官 

 基準研究官は、命を受けて、土木技術及び建築・

都市計画技術に係る基準に関する基礎的な調査及び

研究に関する特定事項についての企画及び立案並び

に調整に関する事務をつかさどる。 

企 画 課 

 企画課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 調査、研究及び開発に係る業務の企画及び立案

並びに総括を行うこと（コーディネート研究官の

所掌に属するものを除く。）。 

２ 技術の指導に関する企画及び立案並びに調整

を行うこと。 

３ 業績の発表を行うこと。 

研究評価・推進課 

 研究評価・推進課は、次に掲げる事務をつかさど

る。 

１ 研究評価に関すること（評価研究官の所掌に属

するものを除く。）。 

２ 技術に関する渉外に関すること。 

３ 無体財産権に関すること。 

４ 図書、文献その他研究及び開発に関する資料に

関すること。 

５ 調査、研究及び開発の報告書及び広報に係る資

料の編集及び刊行に関すること。 

施 設 課 

 施設課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 調査、研究及び開発に必要な機械器具及び施設

の整備に関すること。 

２ 調査、研究及び開発に係る業務のうち、模型施

設その他これに類する施設の設計に関すること。 

３ 廃水及び廃水処理施設の管理に関すること。 

４ 受変電設備、集中空気調和設備その他これに類

する設備の管理に関すること。 

国際研究推進室 

 国際研究推進室は、次に掲げる事務をつかさど

る。 
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１ 海外の土木技術及び建築・都市計画技術に関す

る基礎的な調査及び研究を行うこと。 

２ 国際協力に関する企画及び立案並びに調整を

行うこと。 

サイバーセキュリティ対策・情報利活用推進官 

 サイバーセキュリティ対策・情報利活用推進官は、

情報システムの整備及び管理に関する事務をつかさ

どる。 

◎管理調整部

管理調整部は、次に掲げる事務（国土交通省組織

令第百九十四条第一項各号に掲げる事務のうち国土

交通省設置法（平成十一年法律第百号）第四条第一

項第五十七号及び第六十一号（港湾に係るものに限

る。）、第百一号、第百二号並びに第百九号（空港

法（昭和三十一年法律第八十号）第二条に規定する

空港その他の飛行場（以下「空港等」という。）の

整備及び保全に係るものに限る。）に掲げる事務に

係るもの（第六十八条において「港湾空港関係事務」

という。）に関することに限る。）をつかさどる。 

１ 職員の任免、給与、懲戒、服務その他の人事並

びに教養及び訓練に関すること。 

２ 公文書類の接受、発送、編集及び保存に関する

こと。 

３ 総合調整に関すること。 

４ 機構及び定員に関すること。 

５ 経費及び収入の予算、決算及び会計並びに会計

の監査に関すること。 

６ 国有財産の管理及び処分並びに物品の管理に

関すること。 

７ 職員の衛生、医療その他の福利厚生に関するこ

と。 

８ 自動車安全特別会計の空港整備勘定に属する

行政財産の管理及び処分並びに物品の管理に関

すること。 

９ 広報に関すること。 

10 調査、研究及び開発に関する基本的な企画及び

立案に関すること。 

11 研究評価に関すること。 

12 調査、研究及び開発に関する成果の普及に関す

ること。 

13 調査、研究及び開発並びに技術に関する指導の

受託に関すること。 

14 情報の収集、整理及び提供に関すること。 

15 研修に関すること。 

16 情報システムの整備及び管理に関すること。 

17 特許その他これに類するものに関すること。 

18 国際機関との連絡及び国際協力に関すること。 

19 前各号に掲げるもののほか、他の所掌に属しな

いものに関すること。 

情報・施工システム研究官 

 情報・施工システム研究官は、次に掲げる事務を

整理する。 

１ 次に掲げる事項の総合調整に関すること。 

イ 港湾の利用に係る情報システムに関する調

査、研究及び開発に関する事項 

ロ 港湾、航路及び港湾に係る海岸並びに空港等

の整備及び保全に関する工事の積算基準、施工

基準その他の工事の実施に関する事項に関する

調査、研究及び開発に関する事項 

ハ 港湾、航路及び港湾に係る海岸並びに空港等

の整備及び保全における情報通信技術に関する

調査、研究及び開発に関する事項 

２ 港湾の利用に係る情報システムに関する情報の

収集、整理及び提供に関すること。 

３ 港湾の利用に係る情報システムの整備及び管理

に関すること。 

４ 港湾の利用に係る情報システムに関する国際機

関との連絡及び国際協力に関すること。 

管 理 課 

管理課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 職員の任免、給与、懲戒、服務その他の人事並

びに教養及び訓練に関すること。 

２ 公文書類の接受、発送、編集及び保存に関する

こと。 

３ 総合調整に関すること（企画調整課及び国際業

務研究室の所掌に属するものを除く。）。 

４ 機構及び定員に関すること。 

５ 経費及び収入の予算、決算及び会計並びに会計

の監査に関すること。 

６ 国有財産の管理及び処分並びに物品の管理に

関すること。 

７ 職員の衛生、医療その他の福利厚生に関するこ

と。 

８ 自動車安全特別会計の空港整備勘定に属する

行政財産の管理及び処分並びに物品の管理に関

すること。 

９ 職員に貸与する宿舎に関すること。 

10 表彰及び儀式に関すること。 

11 営繕に関すること。 

12 庁内の管理に関すること。 

13 公務の執行により第三者が死亡し、負傷し、又

は疾病にかかった場合における損害の賠償又は

補償に関すること。 

8



 

 

14 前各号に掲げるもののほか、管理調整部の所掌

事務で他の所掌に属しないものに関すること。 

企画調整課 

 企画調整課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 調査、研究及び開発に関する総合調整に関する

こと（国際業務研究室の所掌に属するものを除

く。）。 

２ 広報に関すること。 

３ 調査、研究及び開発に関する基本的な企画及び

立案に関すること。 

４ 研究評価に関すること。 

５ 調査、研究及び開発に関する成果の普及に関す

ること。 

６ 調査、研究及び開発並びに技術に関する指導の

受託に関すること。 

７ 図書及び文献の収集及び整理に関すること。 

技術情報課 

 技術情報課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 情報システムの整備及び管理に関すること（積

算支援業務課の所掌に属するものを除く。）。 

２ 特許その他これに類するものに関すること。 

３ 情報の収集、整理及び提供に関すること（企画

調整課及び国際業務研究室の所掌に属するもの

を除く。）。 

積算支援業務課 

 積算支援業務課は、工事に関する積算に係る情報

システムの整備及び管理に関する事務をつかさど

る。 

国際業務研究室 

 国際業務研究室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 国内の技術上の基準の国際標準化及び外国の

技術に関する調査、研究及び開発に関する総合調

整に関すること。 

２ 国内の技術上の基準の国際標準化及び外国の

技術に関する情報の収集、整理及び提供に関する

こと（企画調整課の所掌に属するものを除く。）。 

３ 研修に関すること。 

４ 国際機関との連絡及び国際協力に関すること。 

 

◎下水道研究部 

 下水道研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 下水道に関する調査、試験、研究及び開発並び

に技術の指導を行うこと。 

２ 下水の高度処理及び再利用に関する調査、試

験、研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

下水道研究官 

 下水道研究官は、下水道技術の高度化に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関する

事務を整理する。 

下水道エネルギー・機能復旧研究官 

 下水道エネルギー・機能復旧研究官は、下水道に

関するエネルギーの利活用並びに被災時の機能の復

旧及び確保に関する調査、試験、研究及び開発並び

に技術の指導に関する事務を整理する。 

下水道研究室 

 下水道研究室は、下水道に関する調査、試験、研

究及び開発並びに技術の指導に関する事務（下水処

理研究室の所掌に属するものを除く。）をつかさど

る。 

下水処理研究室 

 下水処理研究室は、下水の高度処理及び再利用に

関する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導

に関する事務をつかさどる。 

 

◎河川研究部 

 河川研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 河川等（河川、水流及び水面（港湾内の水面を

除く。）をいう。以下同じ。）、河川等の環境及

び河川構造物並びに流域の治水及び水利に関す

る調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導を

行うこと。 

２ 海岸、海岸の環境及び海岸構造物に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導（土木

技術及び建築・都市計画技術に関する事務（以下

「土木建築関係事務」という。）に関することに

限る。）を行うこと。 

３ 水循環及びこれに伴う物質の移動に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導（下水

道研究部の所掌に属するものを除く。）を行うこ

と。 

４ ダム、貯水池及びこれらに関連する水理構造物

に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術の

指導並びにダム、貯水池及びこれらに関連する水

資源開発施設の管理運用に関する調査、試験、研

究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

５ 洪水並びにそのはん濫予測システム及び情報伝

達システム並びに水害対策技術に関する調査、試

験、研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

河川構造物管理研究官 

 河川構造物管理研究官は、河川構造物、海岸構造

物並びにダム、貯水池及びこれらに関連する施設の

管理の高度化に関する調査、試験、研究及び開発並

びに技術の指導に関する事務を整理する。 

水防災システム研究官 
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水防災システム研究官は、河川、海岸及び流域に

おいて実施される水害対策の総合化及び高度化に関

する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に

関する事務（水害研究室の所掌に属するものを除

く。）を整理する。

水環境研究官 

 水環境研究官は、河川等及び海岸の環境に関する

調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関す

る事務を整理する。 

河川研究室 

 河川研究室は、河川等、河川等の環境及び河川構

造物並びに流域の治水及び水利に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導に関する事務（水循

環研究室、大規模河川構造物研究室及び水害研究室

の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

海岸研究室 

 海岸研究室は、海岸、海岸の環境及び海岸構造物

に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指

導に関する事務（土木建築関係事務に関することに

限る。）をつかさどる。 

水循環研究室 

１ 水循環及びこれに伴う物質の移動に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関す

ること（下水道研究部の所掌に属するものを除

く。）。 

２ ダム、貯水池及びこれらに関連する水資源開発

施設の運用に関する調査、試験、研究及び開発並

びに技術の指導に関すること。 

大規模河川構造物研究室 

大規模河川構造物研究室は、ダム、貯水池及びこ

れらに関連する水理構造物に関する調査、試験、研

究及び開発並びに技術の指導並びにダム、貯水池及

びこれらに関連する水資源開発施設の管理に関する

調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関す

る事務をつかさどる。 

水害研究室 

 水害研究室は、洪水並びにそのはん濫予測システ

ム及び情報伝達システム並びに水害対策技術に関す

る調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関

する事務をつかさどる。 

◎土砂災害研究部

土砂災害研究部は、次に掲げる事務（土木建築関

係事務に限る。）をつかさどる。 

１ 砂防、地すべり、ぼた山の崩壊、急傾斜地の崩

壊及び雪崩並びに砂防構造物、地すべり防止施設、

ぼた山崩壊防止施設、急傾斜地崩壊防止施設及び

雪崩防止施設に関する調査、試験、研究及び開発

並びに技術の指導を行うこと。 

２ 土砂災害対策に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導を行うこと。 

深層崩壊対策研究官 

 深層崩壊対策研究官は、深層崩壊に関する調査、

試験、研究及び開発並びに技術の指導に関する事務

を整理する。

砂防研究室 

 砂防研究室は、砂防、地すべり、ぼた山の崩壊、

急傾斜地の崩壊及び雪崩並びに砂防構造物、地すべ

り防止施設、ぼた山崩壊防止施設、急傾斜地崩壊防

止施設及び雪崩防止施設に係る計画及び管理に関す

る調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関

する事務（深層崩壊対策研究官及び土砂災害研究室

の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。

土砂災害研究室 

 土砂災害研究室は、土砂災害対策に関する調査、

試験、研究及び開発並びに技術の指導に関する事務

（深層崩壊対策研究官の所掌に属するものを除く。）

をつかさどる。 

◎道路交通研究部

道路交通研究部は次に掲げる事務をつかさどる。

１ 道路に関する調査、試験、研究及び開発並びに

技術の指導（道路構造物研究部の所掌に属するも

のを除く。）を行うこと。 

２ 道路の安全性及び利便性の向上並びに沿道にお

ける快適な生活環境の確保に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

３ 道路の環境対策に関する調査、試験、研究及び

開発並びに技術の指導を行うこと。 

４ 道路交通システムの高度化及び情報化に関する

調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導を行

うこと。 

道路研究官 

道路研究官は、次に掲げる事務を整理する。 

１ 道路交通研究部の所掌事務のうち、道路に関す

る調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に

関すること（道路防災研究官及び道路情報高度化

研究官の所掌に属するものを除く。）。

２ 道路の環境対策に関する調査、試験、研究及び

開発並びに技術の指導に関すること。

道路防災研究官 

 道路防災研究官は、道路交通研究部の所掌事務の

うち、道路の防災に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導に関する事務を整理する。
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道路情報高度化研究官 

 道路情報高度化研究官は、道路交通システムの高

度化及び情報化に関する調査、試験、研究及び開発

並びに技術の指導に関する事務を整理する。

道路研究室 

 道路研究室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 道路に関する調査、試験、研究及び開発並びに

技術の指導に関すること（道路構造物研究部並び

に道路交通安全研究室及び高度道路交通システム

研究室の所掌に属するものを除く。）。

２ 道路の安全性及び利便性の向上に関する調査、

試験、研究及び開発並びに技術の指導を行うこと

（道路交通安全研究室の所掌に属するものを除

く。）。

道路交通安全研究室 

 道路交通安全研究室は、道路における交通安全対

策及び沿道における快適な生活環境の確保に関する

調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関す

る事務をつかさどる。 

道路環境研究室 

 道路環境研究室は、道路の環境対策に関する調査、

試験、研究及び開発並びに技術の指導に関する事務

をつかさどる。

高度道路交通システム研究室 

 高度道路交通システム研究室は、道路交通システ

ムの高度化及び情報化に関する調査、試験、研究及

び開発並びに技術の指導に関する事務をつかさど

る。

◎道路構造物研究部

道路構造物研究部は、次に掲げる事務をつかさど

る。

１ 道路の構造物に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導に関すること（次号に掲げる

ものを除く）。

２ 国土技術政策総合研究所の所掌事務のうち、地

震、津波等による災害から国土並びに国民の生命、

身体及び財産を保護するための措置に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関する

業務で道路に関すること。

３ 地震防災情報のシステム化、地震防災計画及び

設計入力地震動に関する調査、試験、研究及び開発

並びに技術の指導並びに地震防災情報に関する処

理システムの管理運営に関する業務で道路に関す

ること。

道路構造物管理システム研究官 

道路構造物管理システム研究官は、道路構造物の

管理の高度化に関する調査、試験、研究及び開発並

びに技術の指導に関する事務を整理する。

道路構造物機能復旧研究官 

 道路構造物機能復旧研究官は、地震、津波等によ

る災害又は老朽により不具合が発生した道路構造物

の機能の復旧及び確保に関する調査、試験、研究及

び開発並びに技術の指導に関する事務を整理する。

橋梁研究室 

 橋梁研究室は、道路構造物のうち、橋梁（下部工

及び基礎を除く。）及び道路附属物（共同溝及び電

線共同溝を除く。）に関する調査、試験、研究及び

開発並びに技術の指導に関する事務をつかさどる。

構造・基礎研究室 

構造・基礎研究室は、橋梁のうち下部工及び基礎、

トンネル、土工構造物のうち擁壁及びカルバート並

びにその他の道路構造物に関する調査、試験、研究

及び開発並びに技術の指導に関する事務（橋梁研究

室及び道路基盤研究室の所掌に属するものを除く。）

をつかさどる。

道路基盤研究室 

 道路基盤研究室は、道路の土工構造物（擁壁及び

カルバートを除く。）及び舗装に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導に関する事務をつか

さどる。

道路地震防災研究室 

道路地震防災研究室は、次に掲げる事務をつかさ

どる。 

１ 国土技術政策総合研究所の所掌事務のうち、地

震、津波等による災害から国土並びに国民の生命、

身体及び財産を保護するための措置に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関する

業務で道路に関すること（橋梁研究室及び構造・基

礎研究室の所掌に属するものを除く。）。 

２ 地震防災情報のシステム化、地震防災計画及び

設計入力地震動に関する調査、試験、研究及び開発

並びに技術の指導並びに地震防災情報に関する処

理システムの管理運営に関する業務で道路に関す

ること。

◎建築研究部

建築研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。

１ 建築物及び建築基準法（昭和二十五年法律第二

百一号）第八十八条第一項及び第二項に規定する

工作物（以下「建築物等」という。）の基準及び

認証の体系に関する調査、研究及び開発並びに技

術の指導を行うこと。 

２ 建築物等の構造及び建築地盤に関する調査、試
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験、研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

３ 建築物等の防火及び防煙に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

４ 建築設備に関する調査、試験、研究及び開発並

びに技術の指導を行うこと。 

５ 建築物等の材料及び部材並びに建築物等の維

持保全に関する調査、試験、研究及び開発並びに

技術の指導を行うこと。 

６ 建築物の品質に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導を行うこと。 

７ 建築物等の性能評価、研究評価に係る技術に関

する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導

を行うこと。 

８ 建築物等の災害対策に関する調査、試験、研究

及び開発並びに技術の指導の企画及び立案並び

に調整を行うこと。 

建築新技術統括研究官 

 建築新技術統括研究官は、命を受けて、建築研究

部の所掌事務に係る新技術（建築基準法の規定及び

これに基づく命令の規定の予想しない特殊の構造方

法又は建築材料に係る技術を含む。）に関する調査、

試験、研究及び開発並びに技術の指導に関する重要

事項に関する事務を整理する。 

建築品質研究官 

 建築品質研究官は、建築物の品質に関する調査、

試験、研究及び開発並びに技術の指導に関する事務

を整理する。 

建築災害対策研究官 

 建築災害対策研究官は、命を受けて、建築物等の

災害対策に関する調査、試験、研究及び開発並びに

技術の指導に関する特定事項についての企画及び立

案並びに調整に関する事務をつかさどる。 

基準認証システム研究室 

 基準認証システム研究室は、次に掲げる事項に関

する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に

関する事務をつかさどる。 

１ 建築物等の基準及び認証の体系に関すること。 

２ 建築物等（建築設備を除く。）の維持保全に関

すること。 

構造基準研究室 

 構造基準研究室は、建築物等及び建築地盤に関す

る調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関

する事務をつかさどる。 

防火基準研究室 

 防火基準研究室は、建築物等の防火及び防煙に関

する調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に

関する事務をつかさどる。 

設備基準研究室 

 設備基準研究室は、建築設備に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導に関する事務をつか

さどる。 

材料・部材基準研究室 

 材料・部材基準研究室は、建築物等の材料及び部

材に関する調査、試験、研究及び開発並びに技術の

指導に関する事務をつかさどる。 

評価システム研究室 

 評価システム研究室は、建築物等の性能評価、研

究評価に係る技術に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導に関する事務をつかさどる。

◎住宅研究部

住宅研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。

１ 住宅計画並びに公共住宅その他これに類するも

のの建設及び管理に関する調査、試験、研究及び

開発並びに技術の指導を行うこと。 

２ 住環境の計画に関する調査、研究及び開発並び

に技術の指導を行うこと（次号に掲げるものを除

く。）。 

３ 建築物の室内環境に関する調査、試験、研究及

び開発並びに技術の指導を行うこと。 

４ 住宅生産その他の建築生産に関する調査、研究

及び開発並びに技術の指導を行うこと。 

５ 住宅の性能に関する調査、試験、研究及び開発

並びに技術の指導を行うこと。 

６ 住宅の需要、計画、生産、流通、管理その他こ

れらに類するものに係る情報システムに関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導の企画

及び立案並びに調整を行うこと。 

建築環境新技術研究官 

 建築環境新技術研究官は、住宅研究部の所掌事務 

のうち、建築物に係るエネルギーの使用の合理化に 

係る新技術に関する調査、試験、研究及び開発並び 

に技術の指導に関する事務を整理する。 

住宅性能研究官 

 住宅性能研究官は、住宅の性能に関する調査、試

験、研究及び開発並びに技術の指導に関する事務を

整理する。 

住宅情報システム研究官 

 住宅情報システム研究官は、命を受けて、住宅の

需要、計画、生産、流通、管理その他これらに類す

るものに係る情報システムに関する調査、試験、研

究及び開発並びに技術の指導に関する特定事項につ

いての企画及び立案並びに調整に関する事務をつか

さどる。 
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住宅計画研究室 

 住宅計画研究室は、住宅計画及び公共住宅その他

これに類するものの建設に関する調査、試験、研究

及び開発並びに技術の指導に関する事務（住宅スト

ック高度化研究室の所掌に属するものを除く。）を

つかさどる。 

住宅ストック高度化研究室 

住宅ストック高度化研究室は、住宅計画（住宅の

管理及び流通に係る部分に限る。）及び公共住宅そ

の他これに類するものの管理に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導に関する事務をつか

さどる。 

建築環境研究室 

 建築環境研究室は、次に掲げる事務をつかさどる。

１ 住環境の計画に関する調査、研究及び開発並び 

 に技術の指導を行うこと（次号に掲げるものを除

く。）。                  

２ 建築物の室内環境に関する調査、試験、研究及

び開発並びに技術の指導を行うこと。 

住宅生産研究室 

 住宅生産研究室は、住宅生産その他の建築生産に

関する調査、研究及び開発並びに技術の指導に関す

る事務をつかさどる。 

 

◎都市研究部 

 都市研究部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 都市計画に関する調査、研究及び開発並びに技

術の指導を行うこと。 

２ 都市施設に関する調査、研究及び開発並びに技

術の指導を行うこと。 

３ 都市防災に関する調査、研究及び開発並びに技

術の指導を行うこと。 

４ 都市開発に関する調査、研究及び開発並びに技

術の指導を行うこと。 

都市計画研究室 

 都市計画研究室は、都市計画に関する調査、研究

及び開発並びに技術の指導に関する事務をつかさど

る。 

都市施設研究室 

 都市施設研究室は、都市施設に関する調査、研究

及び開発並びに技術の指導に関する事務をつかさど

る。 

都市防災研究室 

 都市防災研究室は、都市防災に関する調査、研究

及び開発並びに技術の指導に関する事務をつかさど

る。 

都市開発研究室 

 都市開発研究室は、都市開発に関する調査、研究

及び開発並びに技術の指導に関する事務をつかさど

る。 

 

◎沿岸海洋・防災研究部 

 沿岸海洋・防災研究部は、沿岸及び海洋（以下「沿

岸海洋」という。）の利用、開発及び保全に関する

調査、研究及び開発並びに技術に関する指導に関す

る事務（港湾空港関係事務に限り、管理調整部の所

掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

沿岸海洋新技術研究官 

沿岸海洋新技術研究官は、命を受けて、沿岸海洋

研究部の所掌事務に係る新技術に関する調査、研究

及び開発並びに技術に関する指導に関する重要事項

に関する事務を整理する。 

津波・高潮災害研究官 

津波・高潮災害研究官は、命を受けて、沿岸海洋

の津波及び高潮の災害対策に関する調査、研究及び

開発並びに技術に関する指導に関する重要事項に関

する事務を整理する。 

海洋環境・危機管理研究室 

 海洋環境・危機管理研究室は、沿岸海洋の環境及

び危機管理に関する調査、研究及び開発並びに技術

に関する指導に関する事務（沿岸防災研究室の所掌

に属するものを除く。）をつかさどる。 

沿岸防災研究室 

 沿岸防災研究室は、沿岸海洋の災害の防止に関す

る調査、研究及び開発並びに技術に関する指導に関

する事務をつかさどる。 

沿岸域システム研究室 

 沿岸域システム研究室は、次に掲げる事務をつか

さどる。 

１ 沿岸域における総合的な利用、開発及び保全に

関する計画に関する調査、研究及び開発並びに技

術に関する指導に関すること。 

２ 前号に掲げるもののほか、沿岸海洋・防災研究

部の所掌事務で他の所掌に属しないものに関す

ること。 

 

◎港湾研究部 

 港湾研究部は、次に掲げる事項に関する調査、研

究及び開発並びに技術に関する指導に関する事務

（管理調整部及び沿岸海洋・防災研究部の所掌に属

するものを除く。）をつかさどる。 

１ 港湾の整備、利用及び保全に関すること。 

２ 航路の整備及び保全に関すること。 

３ 港湾内の公有水面の埋立て及び干拓に関する

13



こと。 

港湾新技術研究官 

 港湾新技術研究官は、命を受けて、港湾研究部の

所掌事務に係る新技術に関する調査、研究及び開発

並びに技術に関する指導に関する重要事項に関する

事務を整理する。 

港湾計画研究室 

 港湾計画研究室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 港湾の整備、利用及び保全並びに航路の整備及

び保全に関する計画に関する調査、研究及び開発

並びに技術に関する指導に関すること（港湾シス

テム研究室の所掌に属するものを除く。）。 

２ 港湾内の公有水面の埋立て及び干拓に関する

調査、研究及び開発並びに技術に関する指導に関

すること。 

３ 前二号に掲げるもののほか、港湾研究部の所掌

事務で他の所掌に属しないものに関すること。 

港湾システム研究室 

 港湾システム研究室は、次に掲げる事項に関する

調査、研究及び開発並びに技術に関する指導に関す

る事務をつかさどる。 

１ 港湾の配置、機能及び能力に関すること。 

２ 港湾及び航路の整備及び保全に関する事業の

評価に関すること。 

港湾施設研究室 

 港湾施設研究室は、次に掲げる事項に関する調査、

研究及び開発並びに技術に関する指導に関する事務

をつかさどる。 

１ 港湾の施設の設計に関すること。 

２ 港湾の施設に関する技術上の基準に関するこ

と（港湾施工システム・保全研究室の所掌に属す

るものを除く。）。 

港湾施工システム・保全研究室 

港湾施工システム・保全研究室は、次に掲げる事

項に関する調査、研究及び開発並びに技術に関する

指導に関する事務をつかさどる。 

１ 港湾及び航路の整備及び保全に関する工事の積

算基準、施工基準その他の工事の実施に関するこ

と。

２ 港湾及び航路の保全に関すること（港湾計画研

究室及び港湾システム研究室の所掌に属するもの

を除く。）。

◎空港研究部

空港研究部は、空港等の整備及び保全に関する調

査、研究及び開発並びに技術に関する指導に関する

事務（管理調整部及び沿岸海洋・防災研究部の所掌

に属するものを除く。）をつかさどる。 

空港新技術研究官 

 空港新技術研究官は、命を受けて、空港研究部の

所掌事務に係る新技術に関する調査、研究及び開発

並びに技術に関する指導に関する重要事項に関する

事務を整理する。 

空港計画研究室 

 空港計画研究室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 空港等の整備及び保全に関する計画に関する

調査、研究及び開発並びに技術に関する指導に関

すること。 

２ 前号に掲げるもののほか、空港研究部の所掌事

務で他の所掌に属しないものに関すること。 

空港施設研究室 

 空港施設研究室は、次に掲げる事項に関する調査、

研究及び開発並びに技術に関する指導に関する事務

をつかさどる。 

１ 空港等の施設の設計に関すること。 

２ 空港等の施設に関する技術上の基準に関する

こと。 

空港施工システム室 

 空港施工システム室は、空港等の整備及び保全に

関する工事の積算基準、施工基準その他の工事の実

施に関する事項に関する調査、研究及び開発並びに

技術に関する指導に関する事務をつかさどる。 

◎社会資本マネジメント研究センター

社会資本マネジメント研究センターは、次に掲げ

る事務（土木建築関係事務に関することに限る。）

をつかさどる。 

１ 社会資本の整備のマネジメント及び政策評価に

係る技術に関する調査、試験、研究及び開発並び

に技術の指導を行うこと。 

２ 情報システムの整備及び管理に関すること。 

３ 建設経済に関する調査、研究及び開発を行うこ

と。 

４ 緑化、公園及び緑地並びに生態系の保存に関す

る調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導を行

うこと。 

５ 国土技術政策総合研究所の所掌事務のうち、地

震、津波等による災害から国土並びに国民の生命、

身体及び財産を保護するための措置に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導を行うこ

と。 

６  地震防災情報のシステム化、地震防災計画及び

設計入力地震動に関する調査、試験、研究及び開発

並びに技術の指導並びに地震防災情報に関する処
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理システムの管理運営に関すること（道路構造物

研究部の所掌に属するものを除く。）。

建設マネジメント研究官 

建設マネジメント研究官は、命を受けて、建設事

業のマネジメント及び政策評価に係る技術に関する

調査、研究及び開発並びに技術の指導に関する特定

事項についての企画及び立案並びに調整に関する事

務をつかさどる。

国土防災研究官 

国土防災研究官は、命を受けて、次に掲げる事務

をつかさどる。  

１ 国土技術政策総合研究所の所掌事務のうち、地

震、津波等による災害から国土並びに国民の生命、

身体及び財産を保護するための措置に関する調

査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関す

る特定事項についての企画及び立案並びに調整に

関すること（熊本地震復旧対策研究室の所掌に属

するものを除く。）。 

２  地震防災情報のシステム化、地震防災計画及び

設計入力地震動に関する調査、試験、研究及び開

発並びに技術の指導並びに地震防災情報に関する

処理システムの管理運営に関する特定事項につい

ての企画及び立案並びに調整に関すること（道路

構造物研究部の所掌に属するものを除く。）。 

情報研究官 

情報研究官は、命を受けて、情報通信技術に関する

調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関す

る特定事項についての企画及び立案並びに調整に関

する事務をつかさどる

社会資本マネジメント研究室 

社会資本マネジメント研究室は、社会資本の整備

のマネジメント及び政策評価に係る技術に関する調

査、研究及び開発並びに技術の指導に関する事務（社

会資本システム研究室、社会資本施工高度化研究室、

社会資本情報基盤研究室及び建設マネジメント研究

官の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

社会資本システム研究室 

社会資本システム研究室は、次に掲げる事務をつ

かさどる。 

１  社会資本の整備に必要な情報の収集及び利用に

関するシステムに係る調査、試験、研究及び開発

並びに技術の指導を行うこと（社会資本施工高度

化研究室の所掌に属するものを除く。）。 

２ 情報システムの整備及び管理に関すること。

社会資本施工高度化研究室 

社会資本施工高度化研究室は、社会資本の整備に

必要な情報の収集及び利用に関するシステムに係る

調査、試験、研究及び開発並びに技術の指導に関す

る事務のうち建設機械施工その他の工事の施工の高

度化に関することをつかさどる。 

社会資本情報基盤研究室 

社会資本情報基盤研究室は、社会資本の整備にお

ける情報通信技術及びその利用に関する調査、試験、

研究及び開発並びに技術の指導に関する事務をつか

さどる（情報研究官の所掌に属するものを除く。）。 

建設経済研究室 

建設経済研究室は、建設経済に関する調査、研究

及び開発に関する事務をつかさどる。  

緑化生態研究室 

緑化生態研究室は、緑化、公園及び緑地並びに生

態系の保存に関する調査、試験、研究及び開発並び

に技術の指導に関する事務をつかさどる。 

建設専門官 

 建設専門官は、命を受けて、国土技術政策総合研

究所の所掌事務に関する専門的事項をつかさどる。 

◎内部組織（所長通達により設置）

気候変動適応研究本部 

 将来の気候変動による洪水や渇水等の変化に対応

するための適応策に関する治水や利水、環境の観点

からの横断的な研究。 

環境研究推進本部 

 国総研が実施する全分野の環境に関する研究につ

いての情報共有、分野横断的な環境に関する研究。 

防災・減災研究推進本部 

 国総研が実施する全分野の防災・減災に関する研

究についての情報共有、分野横断的な防災・減災に

関する研究。 

メンテナンス研究推進本部 

 国総研が実施する全分野の維持管理に関する研究

についての情報共有、分野横断的な維持管理に関す

る研究。 

インフラDX研究推進本部 

 インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーシ

ョンに関する研究・開発等を推進し、インフラ分野

におけるDX関連技術の普及を図る。 
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5.予　算
（単位：千円）

４年度予算額 前年度予算額

（ 47,948 ） （ 52,045 ） （ △ 4,097 ）
一　　般　　会　　計 22,476,213 16,838,721 5,637,492

（ 47,948 ） （ 52,045 ） （ △ 4,097 ）
国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所 5,999,656 5,769,303 230,353

（ 1,012 ） （ 100 ） （ 912 ）

3,074,763 3,091,664 △ 16,901
人　　件　　費 2,533,657 2,505,651 28,006

（ 1,012 ） （ 100 ） （ 912 ）
国土技術政策総合研究所共通経費 540,264 583,202 △ 42,938
・ 共 通 経 費 103,285 95,290 7,995

（ 1,012 ） （ 100 ） （ 912 ）
・ 一般事務処理費 436,979 487,912 △ 50,933

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）
一般事務処理経費 842 2,811 △ 1,969

（ 46,936 ） （ 51,945 ） （ △ 5,009 ）

1,078,182 690,441 387,741

483,690 701,816 △ 218,126
212,112 219,855 △ 7,743

7,358 7,926 △ 568

10,660 11,430 △ 770

10,096 10,096 0

10,660 10,660 0

10,383 10,383 0

5,250 3,100 2,150

9,473 9,473 0

15,144 15,144 0

14,906 14,906 0

11,519 11,519 0

9,690 9,690 0

9,955 9,955 0

10,000 9,900 100

8,603 0 8,603

8,622 0 8,622

8,350 0 8,350

8,400 0 8,400

102,509 0 102,509

0 10,063 △ 10,063

0 10,534 △ 10,534

0 7,867 △ 7,867

0 10,952 △ 10,952

0 308,363 △ 308,363

144,947 3,923 141,024
548,248 589,586 △ 41,338
467,567 501,696 △ 34,129
202,259 190,177 12,082

国　土　交　通　本　省 16,459,363 11,056,615 5,402,748
224,575 386,330 △ 161,755

5,820 6,080 △ 260
40,000 36,000 4,000

4,823,000 2,430,000 2,393,000
511,948 471,124 40,824

632 479 153
591,674 667,198 △ 75,524
15,739 15,750 △ 11

一般研究経費

区 分 対前年度比較増△減

国土技術 政策 総合 研究 所共 通費

国土技術 政策 総合 研究 所施 設費

技 術 研 究 開 発 推 進 費

都市関連データのオープン化と利活用の推進に関する研究

現場の環境変化を考慮した土木施工の安全対策の高度化に
関する研究

スマートシティ推進支援のための主要な都市問題解決に係
る計画評価技術の開発

空き家の管理不全化に対する予防的対策効果の定量化に関
する研究

災害後における居住継続のための自立型エネルギーシステ
ムの設計目標に関する研究

非住宅建築物の防火性能の高度化に資する新しい性能指標
および評価プログラムの開発

自動運転空港除雪車両の導入に関する研究

下水道を核とした資源循環システムの広域化・共同化に関
する研究

氾濫シナリオ別ハザード情報図に基づく減災対策検討手法
の研究

土砂・洪水氾濫発生時の土砂到達範囲・堆積深を高精度に
予測するための計算モデルの開発

既存建築物における屋根ふき材の耐風診断・補強技術評価
に関する研究

浴槽レス浴室のバリアフリー基準に関する研究

国際海上コンテナ背後輸送の効率化方策に関する研究

RC造マンションの既存住宅状況調査等の効率化に向けたデ
ジタル新技術の適合性評価基準の開発

既存オフィスビル等の省エネ化に向けた現況診断に基づく
改修設計法に関する研究

脱炭素化の推進に向けた沿岸環境保全技術における炭素貯
留効果を最大化する手法の開発に関する研究

効率的な維持管理に向けた既存港湾施設のBIM/CIM構築手法
に関する研究

近年の激甚化・頻発化する災害を踏まえた調査研究【令和
４年度補正予算（第２号）】

地震を受けた拠点建築物の健全性迅速判定技術の開発

地方都市における都市機能の広域連携に関する研究

沿岸域における環境保全技術の効率的活用のための評価手
法の開発

コンテナ船の定時性向上に資するターミナル混雑度指標の
開発

近年の激甚化・頻発化する災害を踏まえた調査研究【令和
３年度補正予算（第１号）】

下 水 道 事 業 費

情 報 通 信 技 術 調 達 等 適 正 ・ 効 率 化 推 進 費

治 水 海 岸 事 業 工 事 諸 費

道 路 整 備 事 業 工 事 諸 費

港 湾 空 港 整 備 事 業 工 事 諸 費

国 土 交 通 本 省 共 通 費

住 宅 市 場 整 備 推 進 費

国 営 公 園 等 事 業 費

河 川 整 備 事 業 費

多 目 的 ダ ム 建 設 事 業 費

総 合 流 域 防 災 事 業 費

砂 防 事 業 費
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（単位：千円）

４年度予算額 前年度予算額

16,175 16,181 △ 6
251,599 215,750 35,849
46,004 49,499 △ 3,495

3,409,272 2,297,869 1,111,403
0 5,041 △ 5,041

3,579,800 2,722,500 857,300
28,281 19,293 8,988
12,000 12,000 0
23,457 20,759 2,698

7 0 7
408,815 256,564 152,251
694,404 340,000 354,404
211,530 152,963 58,567
700,356 732,560 △ 32,204
284,800 121,243 163,557
21,138 21,188 △ 50
2,770 3,020 △ 250
9,672 8,617 1,055
5,077 5,545 △ 468

41,168 43,062 △ 1,894
499,650 0 499,650

地方整備局 17,194 12,803 4,391
10,674 8,807 1,867
6,520 3,996 2,524

自動車安全特別会計 597,401 633,486 △ 36,085
空港整備勘定 597,401 633,486 △ 36,085

28,321 27,690 631
446,664 465,107 △ 18,443
42,778 57,608 △ 14,830
45,444 49,733 △ 4,289
34,194 33,348 846

計 （ 47,948 ） （ 52,045 ） （ △ 4,097 ）

23,073,614 17,472,207 5,601,407

注） 上段（　）外書は、支出委任経費である。

区 分 対前年度比較増△減

都市再生 ・地 域再 生整 備事 業費

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 等 事 業 費

海 岸 事 業 費

道 路 交 通 安 全 対 策 費

港 湾 事 業 費

エネルギー･鉄鋼港湾施設工事費

地 域 連 携 道 路 事 業 費

国 際 協 力 費

下 水 道 事 業 調 査 諸 費

離 島 振 興 事 業 費

社会資本整備・管理効率化推進費

北 海 道 開 発 事 業 費

技 術 研 究 開 発 推 進 費

沖 縄 開 発 事 業 費

科学技術イノベーション創造推進費

情 報 化 推 進 費

治 水 海 岸 事 業 調 査 諸 費

都 市 開 発 事 業 調 査 諸 費

住 宅 建 設 事 業 調 査 諸 費

国 営 公 園 等 事 業 調 査 諸 費

沖 縄 空 港 整 備 事 業 費

空 港 等 整 備 事 業 工 事 諸 費

情 報 通 信 技 術 調 達 等 適 正 ・ 効 率 化 推 進 費

道 路 整 備 事 業 工 事 諸 費

港 湾 空 港 整 備 事 業 工 事 諸 費

空 港 等 維 持 運 営 費

空 港 整 備 事 業 費

北 海 道 空 港 整 備 事 業 費
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